
○○居宅介護支援事業所情報開示規程

第１条(目的)
　○○居宅介護支援事業所は、その所有する利用者個人に関する情報を適切に提供することにより、利用者及び家族等と信頼関係を深め、個別サービス計画の目標達成を目的として定める。

第２条(開示対象情報)
　○○居宅介護支援事業所が開示を行う情報は概ね以下のとおりであるが、利用者個人が特定できる情報は原則としてすべて開示対象とする。
 (1)  契約書及び重要事項説明書等の契約に関する情報
 (2)  主治医の意見書、診断書、アセスメント結果の記録、ケアプラン、サービスの提供の記録、嗜好調査、苦情の内容等の記録、請求書、面会記録、利用者アンケート、事故報告書等の介護支援サービスに関する情報
 (3)  利用者負担請求に関する情報等

第３条(情報提供の一般原則)
１　管理者は、利用者が自己に関する情報の閲覧、写しを求めた場合には、原則としてこれに応じるものとする。
２  情報提供は、口頭による説明、説明文書の交付、各記録の開示などにより提供する。
３  文書による開示の際、利用者が補足的な説明を求めたときは、関係職員はこれに応ずるものとする。ただし、求めがない場合においても、適切なサービス提供する上で必要な情報は適宜説明するものとする。

第４条(情報開示を請求できる者)
１  利用者に判断能力がある場合は、利用者本人とする。
２  利用者に法定代理人がある場合は、その法定代理人とする。
３  利用者本人から代理権を与えられた親族等(要委任状)
４  利用者の判断能力に凝議がある場合は、現に利用者の世話をしている親族及びこれに準ずる縁故者とする。
５  利用者が亡くなっている場合は、原則として家族又は代理人とする。ただし、　　その証を証明できる書類をもって確認を行うこととする。
６  警察等の取り調べに関しては、裁判所の開示要求などの証明書を確認して開示を行うこととする。
[bookmark: _GoBack]７  その他、外部からの問合せに対しては、原則として本人の同意を取らなければ　　ならないこととする。
第５条(情報の非開示)
　○○居宅介護支援事業所が情報を開示するにあたっては、特に、本人又は第三者の生命、身体、財産その他の権利利益を侵害するおそれがある場合、○○居宅介護支援事業所の業務の適正な遂行に著しい支障を及ぼすおそれがある場合、他の法令等に反することとなる場合は非開示にすることができる。

第６条(開示請求手続)
１  開示依頼
　　個人情報の開示を請求する者は、窓口担当者に申し立てることとする。
２  開示の受付
　　窓口担当者は、第４条に定める情報開示を請求できる者であることを確認してから、あらかじめ開示の手順等の説明を行い、開示検討後に連絡する旨を説明する。
３  開示協議
　　窓口担当者は開示受付を行ったのち、管理者と開示又は非開示を協議し、個人情報の開示請求者に可否及び開示日時等を通知する。
４  開示書類の準備と開示
　　窓口担当者は開示に必要なコピーなどを準備して、個人情報の開示請求者に対して情報を開示する。又、必要な場合は補足説明を行うこととする。

第７条(費用の負担)
　この規程による文書の開示に係る費用は、無料とする。ただし、○○居宅介護支援事業所は文書の写しの交付に要する実費について、請求者に負担を求めることができる。


附則
１　この規程は、令和○○年○月○日から施行する。
1
